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マテリアリティ（重要課題）とKPI 達成に向けた取り組み
　当社グループは、一人ひとりの多様な価値観や才能を尊重し、人とテクノロジーの力を最大限に活かすことで、すべての人々、そして将来の世代のために、持続可能な社会の実現と社会
課題の解決に貢献することをめざしています。
　その実現に向け、「ピープル・セントリック・カンパニー」「ダイバーシティとインクルージョン」「労働安全衛生の徹底」「人権の尊重」「社会のデジタル・アクセシビリティの向上」の5つをマテ
リアリティ（重要課題）として特定し、重点的に取り組んでいます。

 【参照ページ】 Sustainability Management「マテリアリティ（重要課題）と非財務指標」

2025年度以降の指標 （参考）2024年度実績

指標名 2025年度目標 中長期目標 具体的な活動等 指標名 目標 実績

	  ピープル・セントリック・カンパニー�  P66

人的資本は最も重要な資本の1つであり、外部からの人財獲得に加
えて、従業員の成長を実現していく。そのため、従業員が働きやすい
職場環境・人事制度の整備、スキル強化支援に取り組む。

社員エンゲージメント率 対前年度比で改善 対前年度比で改善を継続

2025年度から本サーベイを国内外グループ会社を含む
NTT DATA 全体で統一し、社員エンゲージメントの把
握・分析を実施。グローバル全体でサーベイ結果を適
切に読み解くワークショップや経営者と従業員が直接対
話するイベントを開催している。

社員エンゲージメント率
（「当社で働くことを誇りに
思う」の肯定的回答率）＊1

73%＊ 77%＊

	 	 ダイバーシティとインクルージョン�  P77

お客さまの多様なニーズに応えるため、多様な人財が個々の考え方
や能力を発揮して活躍できる職場づくり、文化の醸成に取り組む。

女性管理職比率 15%（国内）＊ 2025年度に 
中長期目標を設定

サステナビリティ経営推進委員会の小委員会で D&I を
含む各種課題について実務的な議論を実施。世界各国
のリーダーとD&I をテーマとしたセッションを定期的に
開催するとともに、社員による自主的な取り組みも活発
に行っている。

女性管理職比率 15%（国内）＊

＜2025年度＞
11.90%＊

	 	労働安全衛生の徹底�  P82

労働環境の多様化に伴い、長時間労働やメンタルヘルスの問題の重
要度が高まっていること、また、データセンター事業の運営における
労働災害の防止等に向けて、危険源のリスク評価、ガバナンス体制
の構築、教育訓練などの対策を進める。

死亡事故件数 0件 0件を継続

NTT DATA では、社員が健康で一人ひとりが意欲と活
力をもって安全に働き続けられる環境づくりをめざして
いる。経営層や HR 部門・各職場だけではなく、産業保
健医療スタッフやその他関係機関と連携しながら、社員
の安全と健康の確保・増進に取り組んでいる。

ー ー ー

	 	 人権の尊重�  P84

企業の人権尊重の責任が国際的に求められる中、バリューチェーン
全体にわたる人権マネジメントに取り組む。ステークホルダーの人
権に対する負の影響を予防・緩和し、必要な救済措置の取り組みを
進める。

人権デューデリジェンス
（DD）の実施・浸透

人権リスクが高い国・拠点に対する 
人権 DD 実施率 100%

「NTT グループ人権方針」にしたがい、当社グループとし
て人権 DDプロセスを経て、人権課題の特定、防止、軽
減、是正をグローバル規模で進め、人権意識の向上に努
めている。

ー ー ー

苦情処理メカニズム構築 2027年度までに苦情処理メカニズム構築 より相談しやすい仕組みをめざし、国内外で各種窓口の
改善を進めている。 ー ー ー

	 	� 社会のデジタル・アクセシビリティの向上�  P88

IT は教育、食、医療等の基本的ニーズにアクセスする重要な手段だ
が、デジタル格差が問題となる。基本的ニーズへのアクセスを支える
IT サービス提供、デジタル包摂のための UI（ユーザーインタフェース）
や UD（ユニバーサルデザイン）導入、リテラシー向上に取り組む。

当社グループの関連ソリュー
ション、STEAMやIT教育等
の社会貢献活動によって影
響を受けた社外の人々の数

社会インパクトをモニタリング

デジタルインクルージョンを支えるUI や UD を導入する
とともに、ITリテラシーの向上に取り組む。IT 教育を軸
に地域社会の発展に貢献すべく、寄付や社員ボランティ
ア活動等も推進している。

ー ー ー

＊ 対象範囲は NTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, Inc.（国内）
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	 	 ピープル・セントリック・カンパニー
人的資本は最も重要な資本の一つであり、外部からの人財獲得に加えて、従業員の成長を実現していく。そのため、従業員が働きやすい職場環境・人事制度の整備、スキル
強化支援に取り組む。

　人財は当社グループの競争力の源泉であり、最も重要な経営資源と捉え、社員一人ひと
りがやりがいを感じる人事制度を整備することを基本方針としています。職務に応じて多様
な専門性を発揮できる環境を整え、事業成長を支える人的資本の確保に努めています。
　持株会社であるNTT データグループ社において、人事制度の整備、経営幹部の選任や育
成、人的資本の状況把握を通し、各事業会社のサポートを行っています。また、組織文化の
醸成とValues（私たちが大切にする価値観）の浸透策を実施しています。各事業会社におい
ては、各事業会社の事業ポートフォリオに応じた人事機能（採用・育成・配置・評価）の提供
を行い、事業戦略に則した機動的な人事を実現しています。

人財戦略・方針
　当社グループは長期的な視点で、働く一人ひとりの多様性を尊重することによって、グロー
バルに通用する創造力を培い、さらに成長させていきます。
　技術の進化が著しいIT サービス業界において、顧客ニーズや技術のトレンドを掴み、イノ
ベーションを生み出し続けるためには、多様かつ専門性の高い人財が不可欠です。事業成
長を支えるプロフェッショナリティの高い人財を確保し、多様な人財が成長し活躍する魅力
ある会社づくりによって将来にわたっての企業価値を高めていきます。

人的資本に関する指標及び目標
　NTTデータグループ社、NTTデータ、NTT DATA, Inc.（国内）では、人財戦略に沿って実
施する各取り組みに対し、指標を設定しています。
　各々の取り組みの結果、社員エンゲージメント率等を向上させることをめざしています。

取り組み 指標 目標 
（2024年度）

実績 
（2024年度）

目標 
（2025年度）＊1

プロフェッショナル 
人財の育成

プロフェッショナル CDP 
新規認定者数＊２ 1,500名 1,850名 1,500名

グローバルに活躍できる 
人財の育成

グローバル経営 
人財育成プログラム（GLP） 

新規修了者数＊３
20名 32名 20名

多様な人財が 
活躍できる 

カルチャーの 
醸成

性別

女性管理職比率 15% 以上
（2025年度）

11.9% 15%

女性新卒採用比率 30% 超 36.8%＊4 30% 超

男女育休取得率 100% （男性）
100%

（女性）
105%

（男性）
100%

（女性）
—

男女育休復職率 100% （男性）
100%

（女性）
99% —

障がい者 障がい者雇用率＊5 2.5% 以上 2.5% 2.5% 以上
経験者 経験者採用率 30% 45.7% —

D&I 理解 人権及び D&I に関する
研修受講率 100% 100% —

高い専門性に応じた 
多様なキャリアパスの実現

一般社員のキャリア面談 
実施率 75% 95.4% —

働く時間と場所を柔軟に 
設定できる環境の整備

リモートワーク環境適用率 100% 100% 100%
有給休暇取得率 87% 79.8% 87%

社員エンゲージメント率
（「当社で働くことを誇りに思う」の設問に対する肯定的回答率） 73% 77%＊6 73%

社員エンゲージメントサーベイ人財戦略3項目の向上率
（社員エンゲージメントサーベイの人財戦略3項目（成長の機会、多様性の

受容、カルチャー・風土）に関する2022年度実績からの向上率）
10% 以上 11% —

（注） 特に記載がない限り、主要な構成会社であるNTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, Inc.（国内）の集計値
＊1 �2024年度に目標値を達成した指標もあるが、Best Place to work に向け維持していくことが重要な指標であるため、現中期経営計画に

おいては2024年度と同様の目標値を設定。ただし、女性育休取得率、男女育休復職率、経験者採用率、人権及びD&I に関する研修受講
率、一般社員のキャリア面談実施率、社員エンゲージメントサーベイ人財戦略3項目の向上率は2024年度までに目標達成し定着が確認
できたため、2025年度の目標設定は行わない

＊2 NTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, Inc.（国内）、国内グループ会社及び一部海外グループ会社の集計値
＊3 当社グループ連結（国内、海外グループ会社含む）の集計値
＊4 2025年4月1日時点
＊5 NTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, Inc.（国内）、（株）NTT データだいちの集計值
＊6 NTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, Inc.（国内）に国内、海外の主要会社を加えた集計値は78%

人財戦略に基づく指標
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事業成長を支える人財の確保
　当社グループは、グループ各社の事業戦略に応じて、中長期的なビジネスの成長に必要
な人財を採用しています。

NTT DATAにおける多様な人財の獲得 （新卒・経験者を問わない人財の採用強化）

　採用にあたっては、性別・国籍・年齢・学歴等を問わず、一人ひとりの適性と意欲・能力を
重視し、事業ポートフォリオに応じた人財を獲得しています。国内外で採用を強化しており、
2024年度は全世界で3.7万人超を採用しました。
　事業成長に必要なプロフェッショナリティの高い人財を継続的に惹きつけ、獲得していく
ために、以下の取り組みを実施しています。

● �各国市場に特化したキャリアサイトと、それらを束ね全世界の求人検索等ができるグ
ローバルキャリアサイトを通じ、全世界で一貫した当社グループの雇用者ブランディング
を強化

● �国境を越えた IT 人財獲得競争に備えて、ソーシャル・メディア等を活用し、世界中の当
社グループの事業やそこで活躍する人財の姿を発信

● �日本、米国、スペイン、イタリア、インド等における地元大学との継続的なアライアンスを
通じた、新卒人財の安定的な採用

● �NTT DATA, Inc. で海外における採用機能を一元集約し、高度な採用オペレーション体
制を実現

 【参照ページ】 非財務データ「雇用等の状況」

国内における人財の獲得
　NTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, Inc.（国内）では、新卒採用において、こ
れまで100校を超える教育機関からの採用実績を有しており、2024年度は697人を採用し
ています。近年は日本のみならずグローバル市場へと事業を拡大している中で、毎年数カ国
の外国籍社員を採用しています。また、口コミ就職サイトの「楽天みん就」で2026年卒 新卒
就職人気企業ランキング総合第3位（7年連続 TOP3をキープ）を、IT 業界ランキングでは16
年連続第1位を獲得しています。
　経験者採用は、ウェブサイトやダイレクトリクルーティング、エージェント活用、リファラル
採用、カムバック採用等多様な採用ルートを設けており、2024年度は587人を採用していま

す。コンサルティング人財・テクノロジー人財が重要性を増し人財獲得競争が激化する中で、
高い専門性を持つ人財の獲得力を強化することを目的に、卓越した知見を持った旬のビジ
ネスを牽引する即戦力人財を外部からも獲得できるAdvanced Professional（ADP）制度
や、ジョブ型雇用制度が適用されるFlexible Grade 制度、スペシャリストのキャリアパスを
実現するTechnical Grade 制度を整備し、人財獲得力を高めています。
　採用活動で接点のあった方、キャリア検討中の方、アルムナイ登録者等から構成されるタ
レントプールを構築し、中長期的なタレントパイプライン形成を強化しています。なお、管理
職登用にあたっては、新卒／経験者採用者を区別せず等しく評価し、適正に処遇するよう運
用しており、様々なキャリアを持った社員がビジネスの最前線で活躍しています。

NTT DATA における多様な人財の定着化
　入社した社員の早期定着、社員のリテンションにも積極的に取り組んでいます。特に労働
流動性の高い海外市場においては、新規採用者には都度各地におけるオンボーディングセッ
ションの実施や、表彰等の取り組みを行っています。社員一人ひとりがその力を最大限発揮で
きる職場づくりが認められ、昨年に引き続き、2025年1月に「Global Top Employer 2025」に
認定されました。
　2022年のNTT Ltd.との統合に伴うNTT DATA の事業ポートフォリオの変化や先進技術の
急速な進化等、社内外の経営環境は大きく変化しています。これらの変化に対応し、グロー
バル全体で一丸となってお客さま・社会への提供価値を高めていくために、NTT DATA のめ
ざす方向についての基本的な考え方を集約した「Our Way」を2025年7月に刷新しました。
　国内では、事業理解・ITスキル習得の各トレーニングの提供、パルスサーベイによるコン
ディション把握・フォローアップやコミュニケーション強化、各受け入れ部門での個別のスキル
トレーニングや交流会等の取り組みを通じ、経験者採用入社者の定着化を図っています。

Global Top Employer 2025
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コンサルティング力強化・エンジニアリング力強化の取り組み
　顧客成果創出の最大化に向け、「提言・実装・成果」モデルの実現をめざして人財育成を
進めており、Foresight 起点のコンサルティング力及びエンジニアリング力の強化を行って
います。

　コンサルティング力強化では、コンサルティング人財の育成として、方法論（Foresight 
Design Method）の整備や研修プログラムの開発・実施により、営業・開発に従事する社員
のリスキルを進め、2024年度は1,550人がトレーニングを受講し、2025年度までに3,000人
の育成をめざしています。現在、国内グループ全体では3,050人以上がコンサルタントとして
活躍しています。
　エンジニアリング力強化では、お客さまのビジネスニーズを理解した上で、IT システムの
要件から最適なアーキテクチャをデザインできるITアーキテクト人財700名の育成を推進し
ており、「アーキテクチャ構築力」「品質保証プロセス構築力」「レジリエンス」の3つの力を強
化しています。また、エンジニアのエンゲージメントを向上させるために、技術力を競い切磋
琢磨する「技術コンテスト」や、エンジニア同士のつながりや情報共有を促進するコミュニ
ティ、社内のトップエンジニアからのアドバイスを受けられる「アーキテクト塾」等、エンジニ
アが持続的に働き成長できる環境を創出していきます。

WHAT

HOW

Sustainability ManagementIntroduction Prosperity positivePlanet positive Governance Appendix

専門性の高い人財の育成
　社員の多様な専門性・志向に応じた育成体系及び幅広いコンテンツの整備に加え、コミュ
ニティ学習を通じた共創や学びあうカルチャーの醸成を推進しています。

 【参照ページ】 非財務データ「人財育成に関する情報」

人財育成方針
　当社グループの教育・育成の原点は、社員が自発的に目標を持って「学び成長したい」と
考えることと、社員の多様な成長目標に応えられる多様な育成・キャリアパスの提供です。
　高度な専門性と変化への対応力を有するプロフェッショナル人財やグローバルで活躍で
きる人財の育成に注力しています。

生成 AI 人財育成
　お客さまのバリューチェーンの変革に注力するとともに、生成 AI を活用した抜本的な業
務効率の向上やイノベーションの促進、企業文化の醸成等社内バリューチェーンの変革を
推進するため、Global AI Officeを中心に、生成 AI 人財育成に取り組んでいます。生成 AI 人財
育成として、全社員向けの基礎知識を有するレベル（Whitebelt）から、生成 AIを活用したプロ
ジェクトで価値提供できるレベル

（Yellowbelt、Greenbelt）、プロジェ
クトをリードし後進を育成するレベ
ル（Blackbelt）までのレベル設定に
応じた人財像と育成ロードマップを
描き、グローバル全体で研修を実施
しています。その結果、2026年度末
の目標であった生成 AI 実践人財

（Yellowbelt 以上のレベル）3万人
の育成を、2年前倒しの2024年度
末に達成し、2025年度末には6万
人に達する見込みです。2027年度
末までに全社員20万人が生成 AI
実践人財となることをめざし、さら
なる育成を推進しています。

生成 AI 人財育成体系

（FY27末目標）

全社員

⽣成AI実践トレーニング

Whitebelt

⽣成AI基礎トレーニング

Blackbelt

Yellowbelt

Greenbelt

全社員を⽣成AI⼈財に

提言・実装・成果モデル

コンサルティングの強化
提言を言って終わりでなく、  
成果につなげ提言を更に磨く

エンジニアリングの強化
世界最強レベルのシステム構築力・ 
 運用力の継承と昇華

アセットへの投資
ビジネスを効果的かつ 
効率的に行うアセットの開発

Quality Growth 実現アプローチとして全社で着手。顧客成果創出を追求

実装

アセット

提言 成果
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グローバル人財の育成フレーム

事業部長 事業部長

管理職

部長

課長

一般社員

課長代理

主任

社員

海外 
実務経験

ヤング 
トレーニー

● ランゲージ
語学習得支援
TOEICテスト
TSSTテスト

● リテラシー
階層別研修
グローバル講話
新入社員研修

リーダーシップ研修
Global Leadership Program

海外 MBA 留学

NTT 
グループ 

共通 
海外派遣

NTT University
· Next EC
· Future EC

語学コーチ

OFF-JTOJT

グローバルマーケットで活躍できる人財の育成
　NTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, Inc.（国内）では、海外事業の急速な拡
大に伴い、市場や競争環境の変化に応じて柔軟に活躍することのできる人財の育成を進め
ています。
　日本国内で採用した人財に対して、グローバルマーケットで活躍できる人財の育成を目的
としたプログラムを各階層に展開しています。2024年度からグローバルな実務経験を有する
社員の育成によりフォーカスし、若手社員をトレーニーとして海外に派遣するヤングトレー
ニー施策や、将来の経営幹部育成を目的としたプログラムである“NTT University”、Global 
Leadership Program（GLP）、欧米大学での MBA 取得を支援する海外留学研修制度等へ
の参加を通じて、社員がグローバル対応力を強化できる多様な「場」を提供しています。

　GLP はグローバルに活躍できる経営幹部人財の育成として、全世界のグループ会社合同
で、次世代を担う経営幹部を育成するため、2009年から継続実施しています。GLPでは、グ
ローバル／ローカル両面の戦略に対する課題を検討し、その両面からOne NTT DATA を実
現するためには何が必要か、何をすべきかを自分ごととして考えることを目的としています。
　また、2024年度より新たな人事施策として開始したヤングトレーニー施策は、20代後半～
30代前半の若手社員を原則一年間、海外のトレーニーポストに派遣し、現地のビジネスを
肌で感じながらトレーニングを積ませることで将来のグローバル人財を育成する施策です。
本施策により、2025年度は24名のトレーニーを海外各地に派遣予定です。ヤングトレー
ニー施策では帰国後も本人の適正や希望を考慮しながら継続してグローバル業務に従事
させることで、将来グローバルに活躍できる若手・中堅層の人財プールの形成・拡大をめ
ざします。
　世界70カ国・地域以上に広がる社員の多様性と個性とを尊重し合える育成の場を実現す
ることは、当社グループのダイナミズムそのものであると考えています。
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Next	
Executive	
Course

Future	
Executive	
Course
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経営人財育成
プール

（課長代理、 課長、	
部長層より選抜）

組織長等 
タレントプール
約110人

NTT DATA 
経営幹部

（執行役員以上）

経営人財育成
プログラム

経営者が発揮
を期待される能
力を若年層から
獲得する機会を
提供

● �配置ローテー
ション

● ��研修派遣

（課長代理以上）

経営幹部と直
接対峙し、経営
人財候補に必
要な素養を認識
し、視座を高め
る育成施策を
階層別に展開

（課長以上）

各国から参加す
る経営人財候補
に会社牽引に必
要なマインドセッ
ト醸成、会社理
解、リーダーシッ
プスキル獲得、
人的ネットワー
ク形成を提供

（部長以上）

経営幹部
メンタリング塾 

Global 
Leadership 

Program

NTT 
 University

階層

経営幹部

事業部長

統括部長

部長

課長

課長代理

タレントプール 育成プログラム

経営人財管理の全体像

経営人財の育成
　NTTデータグループ社、NTTデータ、NTT DATA, Inc.（国内）では、変化の激しい環境にお
いても経営を牽引するグループ経営人財の中長期的な育成に多角的に取り組んでいます。
グループ経営課題の解決に直接取り組むスタッフ業務へのジョブアサイン・グローバル事業
へのジョブアサイン、体系的な経営関係知識の獲得と社外リレーション構築を目的とした外
部セミナー・研修等への派遣、現役の役員との対話により経営哲学を学ぶ機会の提供（役員
塾）、NTT 持株会社が主催する「グループ経営人材を排出する取り組み“NTT University”」
への参加等、幅広い施策を通じて、意欲と能力を兼ね備えた次世代の経営人財を育成して
います。これまでの取り組みの成果として、現在組織長等タレントプールに所属する日本人
人財は約110人となっています。

　また、海外人財についても、これらの経営人財育成プログラムへのインテグレーションを
進め、NTT データグループが主催するGLP に参加した当社グループの海外人財は、すでに
382人となりました（2024年度の GLP 新規修了者は32人）。海外幹部のサクセッションマネ
ジメントはこれらの人財を基本的な母集団として外部機関のアセスメントを活用しながら実
施しています。
　今後も当社グループの持続的経営を支える経営人財の育成をグローバルに高度化してい
く予定です。
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ジェネラリティスキル 必須知識
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ト
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ス
タ
ッ
フ

● �情報収集
● 統計
● 分析・活用

● �中期戦略
● �事業計画
● �付加価値 

創造
● �仮説構築
● �企画書作成

● �人脈形成
● �リーダー

シップ
● �ネゴシエー

ション
● �ステークホ

ルダーマネ
ジメント

● �コンフリクト
マネジメント

● リスク管理
● 生産性向上
● 業務管理
● 問題解決
● 自律遂行

● �目標設定
● �組織設計
● �風土醸成
● �ラインケア
● �セルフマネ

ジメント
● �フォロワー

シップ

● �育成計画
● �配置・評価
● �指導
● �自己成長
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人財育成体系

総合能力 （ジェネラリティ） 専門性 （スペシャリティ）

階層研修 ＝ 職位に求められる能力の獲得
● 各階層に求められるスキル水準に基づく研修の提供

● 研修結果をもとに上長と能力向上計画の策定

プロフェッショナル CDP ＝ 専門性の向上
（プロがプロを育てる仕組み）

● 選択した専門性の向上に資する研修の提供
● 上位認定者による専門性の見極めとフィードバック

新入社員研修 ＝ ビジネスパーソンの基礎固め
● ビジネスパーソン、NTTデータ社員としてのマインド・基本行動の育成

● コミュニケーション、ロジカルシンキング、ドキュメンテーション等業務遂行に必要なスキルの育成

CDP ベーシック ＝ 専門性の土台形成
● IT基礎知識、モノづくり知識、注目技術知識の全社員への教育

● 社員が選択した人財タイプに応じた単位制での研修受講

情
報
収
集
・
分
析

企
画
立
案

関
係
構
築

業
務
推
進

組
織
運
営

人
財
育
成

OJT を通じた知識・経験

新入社員

若手層

リーダー層

プリンシパル

エグゼクティブ

シニア

アソシエイト

専門性固め

管理職
技術職

職務遂行＝専門性の獲得・向上

職務遂行に向けた基礎力強化

プロフェッショナル CDP エントリー

研修体系
　NTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, Inc.（国内）では、ビジネスパーソンとし
ての総合能力（ジェネラリティ）向上とプロフェッショナルとしての専門性（スペシャリティ）向
上の2つの視点から、社員の役職や業務に応じて必要な研修を適切なタイミングで受講でき
る環境を整えています。総合能力育成としては、事業環境やテクノロジーの変化に応じて進
化を続けており、2024年度の「新入社員研修」では、業務遂行に必要なスキルの育成に加

え、コンサルティング要素のロジカルシンキング・ドキュメンテーションのカリキュラムを強化
しました。2025年度はさらに、ビジネス企画演習等を通じた実践型演習を強化しています。
また、各階層別研修では、自律した人財に成長していくために必要なマインド・能力の基盤
を形成するためのプログラムと、各階層に求められる水準の能力を獲得するプログラムを
強化しています。

71NTT DATA Sustainability Report 2025

Introduction Sustainability Management Prosperity positivePlanet positive People positive Governance AppendixPeople positive

 ピープル・セントリック・カンパニー



マネジメント系 プロフェッショナル系

エントリー
レベル

ハイレベル

ミドル
レベル
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　専門性育成に関しては、NTTデータグループ社、NTTデータ、NTT DATA, Inc.（国内）、国
内グループ会社において、社員が高度な専門性と変化対応力を有するプロフェッショナル人
財となることを目的に、当社グループにおけるめざすべき人財像や成長の道筋を示し、その
専門性とレベルを認定する制度として「プロフェッショナル CDP（Career Development 
Program）」を2003年以降、20年以上にわたり運用しています。「プロフェッショナル CDP」
は、若手社員から役員までの一人ひとりの自律的な成長を支援するもので、「プロがプロを
育てる」という思想に基づき、所属組織のタテの関係性のみでなく、組織を越えた専門性の
カテゴリによるヨコ、ナナメで育成しあう仕組みとして機能しています。また、海外でも米国
グループ会社が行っている「NTT DATA Learning Certification Institute（NLCI）」等の取
り組みにより、専門性の認定を行っています。
　プロフェッショナル CDP は、事業環境、テクノロジーの変化に応じて進化を続けています。
2019年度には「ビジネスディベロッパ」、「データサイエンティスト」、2020年度には ITスペ
シャリストの専門分野に「クラウド」を追加、2021年度にはデジタルビジネスを牽引する人
財として「デジタルビジネスマネージャ」、エンドユーザー視点で新たな価値を提案する「サー
ビスデザイナ」、プロジェクトマネージャの新たな区分として「アジャイル」を追加、2022年
度には「IT サービスマネージャ」に顧客価値向上の観点を追加しています。

自律的なキャリア構築を進める専門性に応じた多様なキャリアパス
　社員の有する多様なスキルのさらなる発揮にあたって、社員一人ひとりが専門性に応じ
た多様なキャリアパスを実現する制度を整えています。
　NTTデータグループ社、NTTデータ、NTT DATA, Inc.（国内）では、Advanced Professional

（ADP）制度を2018年12月に創設し、卓越した知見を持った旬のビジネスを牽引する即戦力
人財を外部からも獲得できるようにしました。本制度は、内部登用も可能としており、2025
年7月1日時点で、内部登用4人、社外採用7人の計11人が認定を受けています。加えて、
2019年10月にはスペシャリストのキャリアパスを実現するTechnical Grade（TG）制度を創
設しました。本制度は2025年7月1日時点で、333人が認定を受けています。2020年7月に
は社員の多様な強みの発揮による価値創出を最大限に引き出すために、その職務が生み出
す価値をベースとしたジョブ型雇用制度であるFlexible Grade（FG）制度を創設し、2022年
7月より管理職すべてに適用しました。
　社員一人ひとりの能力と成果を正当に評価し、優秀な人財を年次や年齢によらず積極的
に登用できる柔軟な人事制度によって、人的資本の最大化を図っています。

プロフェッショナル CDP の人財タイプ
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プリンシパル 開発・運用 営業技術

職務遂行と自己研鑽を通じた
「知識」「経験」 「技量」の獲得

CDP ベーシック

エグゼクティブ

シニア

アソシエイト

プロフェッショナリティの

発揮
向上

幅出し
伝承

プロフェッショナリティの

見極め・確立

基礎固め

新入社員として入社

キャリアパス体系

基本は現場 特別な専門性保有

一般社員一般社員

FG（マネジメント主軸）FG（マネジメント主軸）

CEO
CIO  COO  CFO                   CHRO CDO           CTO

TG（専門性重視）TG（専門性重視）

ADPADP

内部からの
登用

プロジェクト
確実遂行

事業
創出・拡大 多様なスペシャリスト群

外部からの登用
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自律的キャリア形成のプラットフォーム

キャリア目標の多様性の強化

キャリア自律を支える会社の取り組み

魅力ある評価・処遇制度と運用強化

キ
ャ
リ
ア
選
択
機
会
の
強
化

成
長
機
会
の
強
化

キャリア
ポータル

挑戦する

外を知る

価値を
生み出す協働する

高めあう

学び
続ける

社員とのコミュニケーションを強化する

情報発信
● �� キャリア施策の広報宣伝、  

キャリア情報集約 & 発信

“キャリアを描く”を支援する

組織内相談機能拡充
● � 2階層上の上長による 

キャリア面談
● � キャリアメンタリング

組織外相談機能拡充
● � 社外キャリアコンサルティング／ 

P-CDPメンタリング

専門性獲得／成果創出に報いる

制度定着化
● �� 魅力ある処遇の提供
● �� 専門性の高い人・優秀層の昇格を 

弾力的に実施

“やってみたい”を後押しする

希望キャリアの実現
● �� 社内公募、NTT グループ公募等
● �� デュアルキャリアプログラム 
（社内兼業）

“学びたい”を後押しする

自立学習環境整備
● �� オンデマンド／ 

サブスク型ラーニング提供
● �� 相互学習コミュニティ 
「学びラボ」 運営

個人のキャリア自律の在り方個人のキャリア自律の在り方

キャリアを描く
・自分を知る
・目標を立てる
・相談する

自律的なキャリア構築の支援
　自律的なキャリア構築については、社員自らがキャリアビジョンを描き、実現に向けて「自
律的に学び、成長したい」と考えることを原点として、社員の成長が会社の成長につながり、
会社の成長が社員の更なる成長機会提供へとつながる「成長の好循環」を通じて、お客さ
まや社会への高い価値提供を実現することを掲げています。
　従来、直属上司とのコミュニケーションの中で社員自身のキャリア像のすり合わせを行っ
ていましたが、さらなる自律的キャリア構築を促す取り組みとして、2023年度から従来の取
り組みに加え、より上位の上長と社員とのキャリア面談を導入し、社員が描く中長期的なキャ
リアビジョンを把握し、ありたい姿の実現に向けた行動の支援を実施しています。（2024年
度の一般社員のキャリア面談実施率95.4%）。

　また、キャリア相談窓口も複数用意しており、社外のキャリアコンサルタントへの相談機
会に加え、2024年度から社内のキャリア有識者に気軽な相談ができるキャリアメンタリング
を提供しています。さらに、「今持つ専門性の進化」及び「新たな専門性の獲得」を通じて、
成長した各自の総合力の発揮による多様な価値創出をめざすことを目的としたデュアルキャ
リアプログラム（社内兼業）等のキャリア形成支援を強化しています。

　社員に挑戦機会を提供し、多様な働き方で多様な人財が活躍できる会社、会社の成長と
ともに社員一人ひとりが自分のめざす目標に向かって成長を感じられる会社、この会社で
働きたい・働き続けたいと思ってもらえる魅力ある会社を実現していきます。

定年退職者の再雇用の促進
　NTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, Inc.（国内）、一部の国内グループ会社
では、定年退職後の再雇用を希望する社員に対し、「マイスター制度」（職務経験、職務遂行
能力及び知識・技能を活用し自律的・主体的な業務遂行や、後進への助言・サポート等を
行い一定の成果・業績を上げるフルタイム勤務・月給制）、「キャリアスタッフ制度」（定型的
な業務をベースに、フルタイム勤務以外にショートタイム勤務や週3～4日勤務等が選択可
能な時給制）を導入し、65歳まで働き続けられる環境を整備しています。
　2021年4月からは、66歳以降についても、当社グループ要件に該当し雇用延長を希望す
る社員に対し70歳まで働き続けられる「雇用継続制度」を導入しています。

人事マネジメント （評価の仕組み）
　NTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, Inc.（国内）では、社員の雇用形態にか
かわらず、成果・業績・行動を重視した処遇体系を整えています。社員それぞれが期待され
る「ビジョンの実践」と「プロフェッショナリティの向上」を発揮し、「成果・業績」を上げるこ
とを社員の行動スタイルとして定着させています。
　人事評価については、一人ひとりが上司と面談をして個人目標を定め、その成果に対す
る評価を行うほか、複数の評価者による評価も実施する等、多様な側面から透明性のある
評価が全社員に実施されるよう努めています。上司との個別面談は「目標設定面談（期首）」

「目標振返り面談（中間）」「目標振返り面談（期末）」「行動・業績評価フィードバック面談（5
月ごろ）」と年4回の機会を設けており、全社員対象に実施しています。「目標設定面談（期
首）」では、当該年度の目標等について上司と部下が認識を合わせ、上司からアドバイスな
どをしています。「目標振返り面談（中間）」「目標振返り面談（期末）」「行動・業績評価フィー
ドバック面談」では、達成した成果・業績と目標達成のプロセスを上司と部下が一緒に振り
返り、さらなる改善と成長に向けたアドバイスと動機づけを行っています。
　契約社員についても業務達成度等を報酬に反映させる仕組みを導入しているほか、長期
にわたり活躍できる人財と判断した場合は、正社員として採用しています。
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社員エンゲージメントのさらなる向上に向けて

社員エンゲージメント調査の実施
　社員のエンゲージメント状態を把握し、課題の明確化と改善の取り組みを推進するため、
エンゲージメントサーベイを実施しています。これまでグループ各社・各国で調査方法や実
施頻度が異なっていましたが、NTTデータグループ社、NTTデータ、NTT DATA, Inc.（国内）、
一部国内グループ会社に加えて、2024年度は海外グループ全従業員が共通の社員エンゲー
ジメントサーベイを実施しました。2025年度からは国内グループ会社を含むNTT DATA 全
体で統一し、グループ共通サーベイ（サーベイネーム「One Voice」）として毎年 NTT DATA
全従業員に実施することとしました。これにより、NTT データグループ全体で同一の尺度で
社員のエンゲージメント状態の把握・分析が可能となります。
　社員エンゲージメントを詳細に把握するため、社員エンゲージメント率はエンゲージメン
トを構成する重要4KPI＊1のスコア平均で測る形としており、2024年度は、海外を含む当社
グループ連結の社員エンゲージメントスコアは72％＊2でした。（「当社で働くことを誇りに思
う」の肯定的回答率は78%＊2）
＊1 重要4KPI は、次の4つの設問に対する肯定的回答率の平均値

• 私は、仕事を通して個人として達成感を得ている
• 私は、この会社を素晴らしい職場として、知人に勧めると思う
• 当社では、仕事を成し遂げるために求められる以上の貢献をしようという気持ちになる
• 私は、当社で働くことを誇りに思う

＊2 NTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, Inc.（国内）に、国内、海外の主要会社を加えた集計値

　また、調査結果を踏まえて、グローバル全体でサーベイ結果を適切に読み解くワークショッ
プを実施し、前回の結果と比較することで各社が実行した活動の寄与を確認し、次回に向
けた実行計画を検討しています。本サイクルを回しながら社員のエンゲージメントの維持・
向上と、より良い職場づくりに取り組んでいます。
　2025年5月の創立記念日表彰では、全50案件の功績をたたえるとともに、国内外から約
100名の受賞者が参加し、各地の優れた取り組みや成果を共有しました。
　国内では、NTT DATA の認知度向上とめざすブランドイメージの強化に向け、「Moving 
forward in harmony.」をメッセージに掲げ、家族や世代、国境を越えたハーモニーを紡ぎ、
社会との調和を大切にしながら、先進技術でお客さまの事業変革を実現する企業像を発信
しています。また、グループの総合力発揮を目的に、国内グループ会社の経営幹部が集う

「Synergy FY2024」や、ボトムアップで開催された「CAMPFIRE 2025」（2025年度は56社・
1,300名超が参加）を開催しました。「CAMPFIRE 2025」では、技術コンテストの表彰やディ

スカッションを通じ、組織を越えた協働を促進しています。さらに、NTT データグループ社、
NTT データ、NTT DATA, Inc.（国内）では、人事制度改革に関する幹部メッセージや漫画に
よる社内発信を通じ、会社の魅力を広く伝える取り組みも行っています。
　社員の声が企業運営に反映される風通しの良い会社づくりを通し、社員エンゲージメン
トのさらなる向上をめざしていきます。

各層による取り組み
（Division of roles）

担当／チーム

具体的・個別的 
取り組み

包括的・全体的 
取り組み

事業部等

事業本部等

事業会社

NDHQ

サーベイサイクル
（Operating rhythm）

把握・検証
サーベイによる
現状把握、 
仮説の検証

集計・分析
サーベイ結果の 
定量・定性分析

打ち手・実践
仮説をもとに 
打ち手を 
設計し実行

読み解き・解釈
集計分析結果から
課題を抽出、 
解決策としての 
仮説を構築
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働き方に関する制度の充実
　NTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, Inc. では、多様で柔軟な働き方を実現
するため、近年、働き方に関する制度の充実に取り組んでいます。
　2008年2月から月間で原則8日を上限とした自宅でのテレワークを可能としていましたが、
2018年4月には、従来のテレワーク制度の見直しを行い、テレワーク実施に数上限の撤廃
や、外出時の近隣サテライトオフィス利用等、自宅以外の場所での勤務を実現しました。
2020年10月には、在宅勤務率の上昇に伴い増えてきた社員の諸経費負担への対応として、
リモートワーク手当を創設しました。

柔軟な働き方を支える主な取り組み

労働時間の適正化
● 総労働時間の目標管理とモニタリング
● 有給休暇制度の充実と取得推奨

作業環境の変革
● フレキシビリティの高い作業環境の実現
● 社員が高い付加価値を生む働き方ができる環境の実現

人事制度の充実
● 働き方に関する制度の充実
● 福利厚生の充実

 【参照ページ】 「労働安全衛生の徹底」

従業員を中心とした Employee Experience を高度化

情報配信

問い合わせ・申請 タスク管理

一括検索

タスク管理

Em

plo
ye

e  E
xperience Platform従業員

フレキシビリティの高い作業環境の実現
　NTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, Inc.（国内）では、業務プロセスと目的
に応じて働く場所を柔軟に設定できる環境を整備しています。2022年11月から、多様な働
き方を支援するため新たなリアルとリモートのベストミックスによるハイブリッドワークに対
応する制度を実施しています。ハイブリッドワークに対応する制度では、組織・プロジェクト
の状況等に応じて各組織で働き方改革方針を議論し、業務目的に応じたリアルとリモート
の服務制度、働き方の選択が可能となっています。（2024年度のリモートワーク率60.5％）

 【参照ページ】 非財務データ「社内制度利用者・労働時間等の状況」

社員が高い付加価値を生む働き方ができる環境の実現
　NTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, Inc.（国内）、国内グループ会社では、
Employee Centric（従業員を中心に考える）をコンセプトに、利用者である従業員の行動
を中心にとらえた設計で、業務・意思決定プロセスの高度化、組織間連携強化、ナレッジ共
有の加速等を実現する仕組みであるEmployee Experience Platform を提供しています。
　また、社員へ当社グループセキュリティ基準に準拠し機密情報も安心して扱える汎用的
な生成 AI チャットサービス「LITRON CORE」の提供を行っているほか、2025年5月からは
OpenAI 社との戦略的提携を契機に、当社グループにおける生成 AI 活用をさらに推進し、業
務の高度化・効率化や生成 AI 人財育成を加速させる取り組みを進めています。

働きやすい職場づくり
　当社グループの事業は拡大傾向にあり、業務量の増加や人財獲得競争の激化に伴い、労
働力の確保は重要なテーマとなっています。一方で、社員にとって働きやすい職場づくりを
行い、社員一人ひとりがやりがいを感じながら健康かつ安全に働くことができる魅力ある会
社づくりにより、労働力を高めることも重要と考えています。
　当社グループにおける働き方変革は、社員一人ひとりが限られた時間の中で仕事の質を
高めると同時に、労働時間の削減で生まれた時間を自己実現に向けて使うことで成長し、
継続的に活躍し続け、その結果として強い競争力を生み出すことを目的としています。
　社員がライフスタイルに応じて働く場所や時間を柔軟に選択できる多様な働き方、各種休
暇制度や労働環境の整備、社員が健康を保ちながらモチベーション高く活躍し続けること
ができる福利厚生制度等の取り組みを通じて、「労働市場に『選ばれる』企業」をめざしてい
ます。
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　また、労働時間管理においては、フレックスタイム制度及び裁量労働制を導入しており、
2020年10月にはコアタイムを撤廃したスーパーフレックス制度を導入しました。これらの制
度の利用者は全社員の約7割となっています。
　様々なライフスタイルに対応可能な制度を整備し、社員の柔軟な働き方を実現しています。

福利厚生の充実
　NTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, Inc.（国内）では、社員が健康を保ちな
がら、モチベーション高く活躍し続けられるよう、ライフサイクル全体にわたる様々な福利厚
生制度を導入しています。人間ドック受診や病状に応じて日本国内の優れた医師の紹介を
受けられるベストドクター紹介等の「健康増進メニュー」、財形貯蓄、確定拠出年金等、将来
に備えた様々な財産形成に対して奨励金を支給する「財産形成メニュー」、入社直後からそ
の後のライフステージの変化に即して支給される住宅補助費等の「住宅関連メニュー」の中
から、社員は自らのニーズに応じて自由に組み合わせて利用することができます。
　また、選択制のカフェテリアメニューの他、社員の結婚や出産等のライフイベントをきっか
けとした資金計画に関する相談を受けるライフデザイン相談室の設置や、自らの職業人生
を含めた生涯設計を行えるようライフプラン設計の支援、限定された企業にのみ提供され
るお見合いサービス等、社員の幅広いニーズに応えられる制度を導入しています。
　長期的なインセンティブとしては、在職期間に応じて積み立てられる退職手当制度、企業
年金制度（確定給付型及び確定拠出型）、個人年金制度を用意し、退職後の生活サポート
の充実に取り組んでいます。

福利厚生制度の主なメニュー

健康増進 人間ドック（オプション検査補助含む）、ベストドクター紹介、マルチオピニオン、 
ウェアラブル端末等の健康 IT 機器取得、提携フィットネスジムの優待利用　等

財産形成 財形貯蓄、確定拠出年金制度、NTT グループ個人年金　等

住宅関連 住宅補助費、新入社員の自立支援金、社宅・寮入居、 
持家取得後の各種支援（長期的な生活費及びローン返済補助）　等

育児関連 ベビーシッター利用補助、提携保育園紹介、相談窓口　等

その他の	
生活全般支援

ライフプラン相談室、マッサージルーム、レジャー施設・レストラン・物品販売特別優待、
提携企業限定お見合いサービス、会社付保による団体給料補償保険（GLTD）　等
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女性活躍 外国籍 LGBTQ+ 障がい者 経験者

スキル・職歴

働き方（仕事と家庭の両立）

GCNJコレクティブ・アクションWEPs

	 	 ダイバーシティとインクルージョン� 注記： 本活動における目標数値や施策等は、各国・地域における個々の記載としますが、各国・地域の法的要件に従うことを前提とします。

お客さまの多様なニーズに応えるため、多様な人財が個々の考え方や能力を発揮して活躍できる職場づくり、文化の醸成に取り組む。

基本方針
　当社グループは変化の激しい事業環境において顧客の多様なニーズに応えるため、多様
な人財が個々の考え方や能力を発揮して活躍できる職場づくりに取り組んでいます。サステ
ナビリティ経営のマテリアリティの1つと位置付けて、“働く一人ひとりの多様性を尊重し、創
造力を高めていくこと”を掲げて、「多様な人財活躍」と「働き方変革」の2軸でD&I を推進し
ています。D&I の推進を通じて、多様な人財が性別、国籍、性的指向、障がい、スキル、職歴
等にかかわらず尊重され、活躍できるカルチャーの実現をめざします。

　また、一企業単体の取り組みに閉じず、関係機関や他社とも連携し、社会的なインパクト
を起こすため横断的な D&I 推進活動にも参画しています。2019年3月には WEPs（女性のエ
ンパワーメント原則）＊1の趣旨に賛同し、同原則に基づき行動するためのステートメントに署
名しました。また、2025年1月にグローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン（GCNJ）＊2が
提唱する「GCNJコレクティブ・アクション2030」にも賛同・署名し、国内20社を超える企業
と横断的に社会課題を解決する活動に取り組んでいます。
＊1 �2010年3月に、国連グローバル・コンパクト（UNGC）とUNIFEM（UN Women）が共同で作成した女性の活躍推進に積極的に取り組むた

めの行動原則で、企業が現在の慣行や基準、行動を調査し分析するための実践的な手引き
＊2 �国連と民間（企業・団体）が手を結び、健全なグローバル社会を築くための世界最大のサステナビリティイニシアティブである国連グロー

バル・コンパクト（UN Global Compact）の日本組織

推進体制
　当社グループでは、2008年より経営戦略の一環として経営層のコミットメントの下、D&I
を推進しています。
　Our Wayで定める全体ポリシーの中にD&I を明確に位置付け、グローバル共通の価値観
と倫理観に基づき、「Code of Business Ethics」に沿って、D&I にとどまらず、倫理的・法的
に適切な行動を通じて他者や社会への敬意を実践し、誰もが尊重される組織文化の醸成
に取り組んでいます。
　代表取締役副社長執行役員であるコーポレート総括担当役員を委員長としたサステナビ
リティ経営推進委員会の小委員会（テーマ別ワーキンググループ）において、D&I を含むサス
テナビリティ経営に関する各種課題について実務的な議論を行っています。
　また、世界各国のリーダーとD&I をテーマとしたセッションを定期的に開催するとともに、
社員による自主的な取り組みも活発に行っています。
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女性活躍推進における目標

計画期間 2021年4月1日～2026年3月31日

当社グループの
課題

1. �採用における男女差、男女の継続勤務の状況に大きな課題は見られないものの、
女子学生の応募増加、理系女子学生の応募母集団形成は今後も必要

2. �経営層、管理職層における女性の割合がそれぞれ低く、拡大が必要
3. �女性のさらなる活躍のために、男女偏りなく育児・家事分担ができ、仕事と家庭

の両立ができる環境整備、風土醸成が必要

定量的目標

目標1 　�2025年度末まで継続して女性採用比率30% 超をめざす 
 2016年から継続して30% 超（2025年4月1日新卒女性採用率36.8%）

目標2 　�2025年度末までに女性管理職比率15% をめざす 
 2024年度末時点11.9%

目標3 　�2025年度末までに女性経営幹部数（役員、組織長等）20名をめざす 
 2025年7月1日時点15名

目標4 　�2025年度末までに男性育児休職取得率＊100% をめざす 
 2024年度末時点100%

＊ �育児目的休暇を含む
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女性管理職数の推移

 女性管理職数（人）　  女性管理職比率（％）
※ NTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, Inc. の集計

年度

（人）� （%）

ジェンダー平等の取り組み
グローバル全体における取り組み

● �経営幹部が D&I の各テーマの実現を推進している旨を社員に語り掛ける社内ポータ
ル等でのメッセージ発信

● �国際女性デー公式サイトへの経営幹部メッセージ掲載、世界各国でイベントを開催
● �Women’s Initiative の推進（「NTT DATA Global Conference」等における女性活躍

をテーマとしたセッションの実施等）

日本における取り組み
● �女性のエンパワーメント原則（WEPs）への署名
● �日本経済団体連合会（経団連）「2030年30％へのチャレンジ」への賛同
● �経営層に対するマインド変革研修の実施
● �管理職を対象とした多様な属性の人財マネジメントのための教育、部下のキャリア

形成支援教育
● �NTT グループ女性役員有志による自主的活動「Self As We」での女性社員向け役員

ラウンドテーブル「プリズム」
● �女性上級管理職の自主活動「NTT データWomen’s Initiative」
● �女性社員のキャリアや成長にチャレンジする気持ちを後押しする「キャリア・エンカレッ

ジプログラム」

具体的な取り組み

ジェンダー平等の推進
　当社グループでは、D&I の推進において、特にジェンダー平等を重要課題と位置付けてい
ます。NTT DATA グローバル全体の方針の下、各国・地域の状況に合わせてそれぞれ活動し
ています。

女性活躍推進法に基づく目標
　NTTデータグループ社、NTTデータ、NTT DATA, Inc.（国内）では女性活躍推進法の施行
に伴い、女性の活躍に必要な環境の整備を目的とした行動計画を策定しました。全社一丸
となって継続的かつ確実に、目標達成に向けて取り組んでいます。

女
性
管
理
職
比
率

女
性
管
理
職
数
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● �女性社員を対象とした前向きなキャリア形成を考えるセミナー「ポジティブキャリア
ワークショップ」

● �女性社員活躍モニタリング指標のダッシュボード化
● �育児中社員を対象とした両立事例の紹介、復職に向けたセミナー
● �育児休職からの復職社員を対象とした三者面談
● �社員有志によるワーママ・プレママ、女性管理職コミュニティの運営及び情報交換

各国・地域の取り組み事例
● �ルーマニア、ポルトガル、イタリア、べルギー、オランダ、ルクセンブルクで実施されてい

るWomen Together Europeプログラムでは、トレーニング、ネットワーキング、上級幹
部によるメンタリングを実施し、専門的・個人的成長を支援

● �NTT DATA Business Solutions（ドイツ）で、国際女性デーに「WOW - Wall of Women」
キャンペーンを実施し、ドイツ現地とオンラインで約2,000人が参加

● �フランスでは、女性求職者が少ない市場環境において、採用コミュニケーション戦略を
立て、求人情報の見直し、女性社員が求職者に自身の経験を語る機会を設けるなどの
取り組みを実施

仕事と育児・介護の両立のための取り組み
　NTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, Inc.（国内）では、社員が安心して育児・
介護と仕事を両立できるよう、育児・介護相談窓口を設置し、制度相談、日常生活に伴う
様々な疑問・悩みに関する情報提供・助言を行っています。介護支援として、2011 年から特
定非営利活動法人（海を越えるケアの手）が提供する「遠距離介護支援サービス」に加入し、
社員の介護への直接支援を行っています。毎年、社員ニーズを汲み取ったテーマで仕事と
介護の両立支援セミナーを開催していますが、リモートワークに対応したオンライン形式で
の開催やセミナー動画をいつでも閲覧できるようアーカイブ提供することで活用度を高め、
社員への幅広い情報提供と意識啓発を継続的に実施しています。

 【参照ページ】 非財務データ「社内制度利用者・労働時間等の状況」

育児・介護等に関する制度例

主な育児制度 主な介護制度

● ��育児休職	
子どもが満3歳まで取得可能 
復職時の申請期限は1カ月前

● �育児のための短時間勤務	
子どもが小学校3年生の年度末まで取得可能 
短時間勤務の申請期限は2週間前

● �不妊治療サポート休暇	
不妊治療により長期の休暇が必要となる場合、 
最長1年まで取得可能 （2024年創設）

● �介護休職	
最長1年6カ月まで取得可能

● �介護のための短時間勤務	
介護休職とは別に最長3年取得可能

● �ライフプラン休暇（失効した年次有給休暇の積立＋勤続年数5年ごとに5日付与）	
育児、介護、不妊治療他、様々な事由で取得可能。取得事由の限定なし 
最大40日の積み立てが可能
	
���働き方をサポートする制度

企業主導型保育園の共同利用
　NTTデータグループ社、NTTデータ、NTT DATA, Inc.（国内）は、社員が安心して出産・休
職し、計画どおり早期に復職できるよう、日本全国に展開する企業主導型保育事業者と共
同利用契約を締結し、社員が居住地近隣の保育園を利用できる仕組みを導入しています。
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LGBTQ+ 等性的マイノリティに関する取り組み
　NTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, Inc.（国内）では、多様な人財が活躍で
きる環境整備の観点から、LGBTQ+ 等性的マイノリティに関する取り組みを推進しています。
経営幹部からのメッセージ発信のほか、理解促進のための職場学習会の開催、相談窓口の
設置、LGBTQ+ セミナーの毎年の実施、LGBTQ+ の支援者「アライ」に関する当社グループ
行動指針の表明等の取り組みを進め、「アライ」は650人を超えました。2018年度からは配
偶者及びその家族に関わる制度全般について、同性パートナー等にも適用を拡大していま
す。また、NTT グループとして日本最大の LGBTQ+ パレードである東京レインボープライド

に2019年より参加しており、ブース出展やパレードに参加しました。
　2021年6月には、全世界共通の「LGBTQ+ALLY（アライ）ロゴの使用に関するガイドライ
ン」を新たに制定し、世界各国で共通の ALLY ロゴを使用し、イベント、ニュースリリース、社
内利用等で積極的な取り組みを進めています。
　LGBTQ+ 等の性的マイノリティが働きやすい職場づくり等の取り組みが評価され、一般社
団法人 work with Pride が策定した「PRIDE 指標」のゴールドを2017年から8年連続で受
賞しています。

障がい者雇用・活躍推進の取り組み
　日本では、企業が一定割合以上の障がい者を雇用することを法律で義務付ける「障害者
法定雇用率」を設けています。この法定義務を達成すべく、2008年に設立した特例子会社

「NTTデータだいち」と連携し、障がいのある社員の様々な就労機会の創出に努めています。
全国の拠点で、重度障がいがある社員が、リモートワークを活用してIT 業務を担っています。
NTT データだいちでは、オフィス事業（代表電話受付対応や社内文書の長期保管管理、機
密文書回収とシュレッド、社員 IC カードの作成、オフィス清掃、除菌拭き上げ等）と、IT サー
ビス事業（当社グループ及びグループ外顧客のウェブサイトメンテナンスリニューアル、ウェ
ブアクセシビリティ診断業務、デザイン業務、サーバー構築・保守業務、データ入力業務等）
のほかに、栃木県那須町において農業事業を営んでいます。
　当社グループは、多様な人財が安心して活躍できる企業をめざし、障がいの有無にかか
わらず、誰もが公平な環境で能力を発揮できる職場づくりを進めています。2022年6月「NTT
データグループ障がい者活躍方針」策定、2024年4月「相談窓口の設置」、2024年7月「合
理的配慮ハンドブック」の制作、2025年6月「障がいがある社員の交流会」実施など、様々
な取り組みを通じて、職場の理解促進と具体的な実践につなげています。（2025年6月時点
の障がい者雇用率2.65%）

NTT データグループ障がい者活躍方針

ビジョン ： 障がい者も、周囲も、ともに活き活きと活躍する会社へ

【障がい者雇用率】 

2024年4月までに2.5％以上、2026年7月までに2.7％以上

仕事とライフイベントの両立のための新たな取り組み
　NTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, Inc.（国内）では、多様な人財の活躍に
向けては、社員の声や多様な働き方のニーズに対応していくことが重要と考えています。
　従来よりパートナーの転勤等によりやむを得ず退職した社員を退職後一定期間内に社員
として再採用する仕組みを導入していますが、社員の取り得る選択肢のさらなる拡大を図る
ことにより、幅広い就労ニーズに対応する観点から、従来の制度に加え新たに、パートナー
の海外転勤等に伴う帯同を事由とした休職制度（帯同休職）を2024年4月に創設しました。
　また、「不妊治療に専念したい」といった社員の声を踏まえ、2024年7月に不妊治療のた
めの休暇制度を創設しています。今後も、社員の声を踏まえ、多様な働き方のニーズに対応
できる柔軟な制度を整えていきます。

キャリア継続支援
　NTTデータグループ社、NTTデータ、NTT DATA, Inc.（国内）は、社員が安心して出産・育
児・介護と仕事を両立しキャリア継続できるよう、制度の充実を図るとともに、社員の理解
を促進し、利用しやすい環境整備を進めています。

キャリア継続支援の主な取り組み
● �育児・介護休職者に会社情報を参照できる環境を提供
● �育児・介護休職制度等を紹介し両立を支援するコミュニケーションハンドブックを提供
● �仕事と介護の両立支援セミナー
● �仕事と育児の両立支援セミナー
● �育児・介護休職等から復職した社員を対象としたキャリア形成支援のための三者面談
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多様性への配慮
日本における取り組み

● 国籍や採用区分での区別をせず等しく評価し、適正に処遇し、活躍するよう運用
● 宗教上の配慮から、社員の求めに応じて本社ビル内で祈祷のスペースの設置
● レストラン内でハラルやベジタリアンメニューの対応

各国・地域における取り組み
● �NTT DATA Romaniaでは、身体障がい者の日常の困難や創意工夫を理解するため、体

験イベントを開催。車椅子での移動、アイマスク迷路、読唇術体験、利き手でない手で
卓球を行う等のアクティビティを通じ、障がいに対する理解を促進

● �NTT DATA Belgiumでは、École des 4 vents（自閉症・アスペルガー症候群の生徒を対
象とした教育機関）と連携し、職業的成長を支援するインターンシッププログラムを開始

● �NTT Data Italyでは、子育て中の従業員を支援するため、新しい生活環境にスムーズに
適応できるように、復職後の親向けにチームコーチングプログラムを提供
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基本方針
　当社グループでは、経営戦略の⼀環として「健康経営」を掲げ、社員が健康であり、⼀⼈
ひとりが意欲と活⼒を持って安全に働き続けられる環境づくりをめざしています。

推進体制
　NTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, Inc.（国内）では、社員の安全を第⼀に
考え安全な就業環境の提供に努めており、経営層、人事本部所属の産業医、保健師が中心
となって、健康保健組合及び各職場と協力しながら社員の健康保持・増進やメンタルヘルス
ケア等に取り組んでいます。
　産業医・保健師は職場担当制を取っており、各職場の状況を踏まえたきめ細かな社員フォ
ローを推進していることが大きな特徴です。

具体的な取り組み

健康目標の設定と取り組み
　NTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, Inc.（国内）では、健康経営推進に関わ
る中期目標項目及び単年度目標項目を設定し、各種施策の展開をしています。

 【参照ページ】 非財務データ「社内制度利用者・労働時間等の状況」	
���健康経営の推進　健康目標の設定と取り組み

　経済産業省と日本健康会議より優良な健康経営を実践している法人に与えられる「ホワ
イト500」の認定を、当社グループ内で計5社が取得しています。また、健康経営優良法人認
定は当社グループの計23社が認定を取得しています。

	 	 労働安全衛生の徹底
労働環境の多様化に伴い、長時間労働やメンタルヘルスの問題の重要度が高まっていること、また、データセンター事業の運営における労働災害の防止等に向けて、危険源
のリスク評価、ガバナンス体制の構築、教育訓練などの対策を進める。

健康診断 定期健康診断や人間ドックの受診

長時間労働対策
● �月間45時間超の時間外労働の社員を対象に「疲労蓄積度チェック」面接と負荷軽減措置の実施
● �長時間労働プロジェクトメンバーに対するフォロー・医療職による組織支援

ストレスチェック 年1回の全社員ストレスチェック結果を踏まえた要改善職場への対処と良好事例の社内展開

特定保健指導 40歳以上の生活習慣病リスク者に対して自社所属保健師による特定保健指導を実施

健康教育・	
ヘルスリテラシー	
向上

● �若年層向けセルフケアの健康教育の実施（入社1・2年目及び35歳の社員全員、30歳代の高リ
スク社員）

● �毎月の全社員向けヘルスケアコンテンツの提供を通じ社員の健康意識を醸成
● �育成指導者、管理職向けにラインケア強化のための支援・啓発

治療と仕事の	
両立支援 柔軟な勤務形態を可能にする制度提供や職場・上司と医療職の連携によるきめ細やかな支援

労働災害防止 「安全衛生委員会」を中心とし、業務災害ゼロをめざした社員への注意喚起実施

各種データ等の	
活用と職場等	
との連携

● �社員の働き方の多様化を踏まえた健康課題の把握と対策の実施
● �健康懸念職場に関する幹部報告
● �健康課題に関する労働組合との定期的な意見交換
● �健康保険組合からの統計的なデータ提供

感染症対策 感染症対策に関する継続的な意識啓発等の取り組み

施策例 顕在事象への対応

予防・健康増進

個人 組織

長時間労働対策

治療と仕事の 
両立支援 ストレスチェック

特定保健指導

健康診断

感染症予防 労働災害防止活動

健康教育・ヘルスリテラシー向上

各種データ等の活用と職場等との連携
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総労働時間の目標管理とモニタリング
　IT 業界では、長時間労働が継続的な課題となっていました。NTTデータグループ社、NTT
データ、NTT DATA, Inc.（国内）では、適正な労働時間管理の下、総労働時間の削減を全社
で推進してきました。
　2020年度のコロナ禍以降、2019年度と比較して社員1人当たりの総労働時間平均は増
加に転じており、2024年度は1,997時間でした。2020年度以降5年間の総労働時間平均は
横ばいであり、コロナ禍以降の働き方の変化や、事業の拡大による業務量の増加、人財の
流動性が高まることによるリソース確保の難しさ等、様々な要素が複合的に影響している状
況が続いています。
　恒常的な長時間労働は社員の健康に大きな影響をもたらすことから、過重労働の未然防
止に向けては、BIプラットフォーム（Tableau）により労働時間関連データ等の分析結果をセ
キュアかつタイムリーに可視化して社内に展開することや、階層研修や社内サイト等で、労
働時間の適正化と働き方変革の意識啓発を行うことで、労働時間削減の動機づけを行って
います。2023年度以降、組織別の総労働時間平均目標の設定を行い、四半期ごとに予実を
モニタリングし労働時間の削減に向けて取り組んでおり、2025年度もこの取り組みを継続
していきます。

有給休暇制度の充実と取得推奨
　NTTデータグループ社、NTTデータ、NTT DATA, Inc.（国内）では、社員のワーク・ライフ・
バランスを推進の一環として、有給休暇取得率向上に向けた取り組みを全社的に進めてい
ます。2024年度の平均有給休暇取得実績は平均15.5日／人、有給休暇取得率は79.8%で
した。今後も継続してメリハリのある働き方を推進すべく、各種データから分析した結果を
もとに立案した有給休暇取得施策を実行し、取得率の向上をめざしていきます。

 【参照ページ】 非財務データ「社内制度利用者・労働時間等の状況」

労使による対話をもとに就労環境を整備
　NTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, Inc.（国内）には労働組合が組織されて
おり、労働条件に関わる案件等については、その都度、会社と労使協議を実施しています。
労使間の対話を重視し、十分な話し合いの上、様々な課題に対処していくことを基本姿勢と
しています。2024年度においては、不妊治療と業務の両立に向けた環境整備として、労働
組合との協議の上、ライフサポート休暇を新たに創設しました。
　なお、管理職は経営を担う⽴場のため労働組合に加入する権利がなく、管理職を除く従
業員の組合加入率は、ほぼ100% となっています。

83NTT DATA Sustainability Report 2025

Introduction Sustainability Management Prosperity positivePlanet positive People positive Governance AppendixPeople positive

 労働安全衛生の徹底



Sustainability ManagementIntroduction Prosperity positivePlanet positive Governance Appendix

基本方針
　当社グループは NTT グループの一員として、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」の
考え方を取り入れた「NTT グループ人権方針」（2021年11月制定）に沿って、バリューチェー
ン全体にわたる人権マネジメントに取り組み、ステークホルダーの人権に対する負の影響
を予防・緩和し、必要な救済措置を進めます。また、サステナビリティや人権を含む昨今の
社会課題に対する当社グループの取り組み姿勢や、社員が事業活動において参照すべき倫
理・コンプライアンスについての大切な考え方を示した「NTT DATA Code of Business 
Ethics」（2025年7月制定）において、「人権の尊重」を明記し、社員一人ひとりが日々の事
業活動の中で実践しています。

国際規範を支持し、4つの切り口から 
特に注力すべき重要な人権課題への対応方針を明記

NTT グループの人権方針

● 差別の禁止	 ● 職場における公平性
● 自由と権利の尊重	 ● 格差と貧困

「Diversity & Inclusion」
● 多様な働き方	 ● 結社の自由と団結権
● 強制労働・児童労働の禁止	 ● 職場の安全
● 生活賃金	 ● 福利厚生の充実

「Work in Life」 （健康経営）

	
�NTTグループ人権方針（全文）

● テクノロジー	 ● 個人情報保護
● データバイアス	 ● セキュリティ
● プライバシー

「高い倫理観に基づくテクノロジー」

● 広告や表示における表現	 ● 表現の自由
● アクセシビリティ

「適切な表現・言論・表示」

	 	 人権の尊重
企業の人権尊重の責任が国際的に求められる中、バリューチェーン全体にわたる人権マネジメントに取り組む。ステークホルダーの人権に対する負の影響を予防・緩和し、
必要な救済措置の取り組みを進める。

	
�NTT DATA Code of Business Ethics （P9 「2.1 人権の尊重」）

NTT DATA Code of Business Ethics

2.1 人権の尊重
　私たちは事業活動を行うあらゆる場所で、人権と人間の尊厳を尊重し、保護します。
　私たちは、事業運営やバリューチェーン全体で発生する人権への悪影響を特定し、予防し、低減
し、その対処方法を説明することに努めます。発生した影響に対しては、真摯に是正に取り組みます。
　また、私たちは、労働者の権利、特に労働者である社員が自ら選択した労働組合の結成や加入、
団体交渉を行う権利を尊重します。
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具体的な取り組み

デューデリジェンスの構築及び活動内容
　お客さまにとって最適なサービス・ソリューションの提供をグローバルに展開する当社グ
ループにおいては、各国・各地域における法令遵守はもとより、国際基準に適合した適切な
企業活動が必要です。2021年度に策定された「NTT グループ人権方針」にしたがい、当社
グループとして人権デューデリジェンスプロセスを経て、人権課題の特定、防止、軽減、是正
をグローバル規模で進め、人権意識の向上に努めています。国連「ビジネスと人権に関する
指導原則」を踏まえ、人権デューデリジェンスとして、以下のステップで当社グループ内の状
況評価、人権侵害が起きていないかを確認しています。
　2024年度は、前年度に抽出された「労働安全衛生・適切な労働環境」「ハラスメント」「ア
クセシビリティ」の各リスク防止・軽減の取り組みを進めました。

抽出リスク 対応

労働安全衛生・
適切な労働環境

● �労働組合が存在しない海外のグループ会社が複数あったことから潜在的リスクとして
抽出されたが、実際には従業員代表との対話が継続的に行われ、労働環境の改善等
が実施されていることを確認

● �個別方針を策定しているなど対応が進んでいるグループ会社の取り組みをベストプラ
クティスとしてグループ内に展開

ハラスメント

● �e-ラーニングや階層別研修などの人権啓発施策において、ハラスメントの内容をより
充実・強化

● �経営層をはじめとしたトップレベルの認識・意識向上が重要であることを踏まえ、ハ
ラスメントの起きにくい職場づくりや未然防止、発生時の対応方法についての理解度
を高めるワークショップを実施

アクセシビリティ
● �専担部署の不在という観点から潜在的なリスクとして抽出された組織があったが、検

証の結果取り組みは実施されており、顕著なリスクは存在しないことを確認

　2024年度もSAQ の回答をもとに人権リスクマップを作成し、注意すべきリスクとして「労
働安全衛生・適切な労働環境」「従業員の個人情報管理」「差別の禁止と法の下の平等」「先
住民族・地域住民の権利」が抽出されました。
　2025年度はこの人権課題が発生した組織との対話を通じて詳細な状況を把握し、各課
題の深堀りをするとともにリスクの防止・軽減を進めます。

推進体制
　人権の尊重を全社で推進するためには、まず全社員一体となった人権に関する理解と認
識を深めることが重要です。当社グループでは、人権に関する小委員会（テーマ別ワーキン
ググループ）及び各組織に配置された人権啓発推進者の会議を定期開催し、人権デューデ
リジェンスの分析結果を踏まえた改善計画の議論や各拠点で実施されている啓発施策の情
報共有等、人権マネジメントの強化をグループ一体的に取り組んでいます。小委員会での議
論の結果は、NTT データグループ社コーポレート総括担当役員が委員長を務める「サステ
ナビリティ経営推進委員会」（原則年4回開催）に報告し、幹部を含めた人権マネジメントを
遂行しています。
　また、全社リスクマネジメントとしても人権は重要なリスクとして設定されており、統制計
画・統制状況のモニタリングについて内部統制委員会に定期的に報告しています。

人権啓発推進体制

サステナビリティ経営推進委員会

NTT DATA

NTTデータ

小委員会
（テーマ別ワーキンググループ）

人権の尊重

NTT DATA, Inc.

公正採用選考人権啓発推進員
● 人事本部採用担当部長
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　また、新規投資を行う際に、人権に悪影響を及ぼす可能性があることに対処しているか
どうかをチェックリストで確認し、会社の信用を損なわないための最低限のリスク回避の内
容を精査しています。
　今後も積極的に外部コミュニケーションを進めつつ、CSDDD＊等の国際基準の要請に
沿った人権デューデリジェンスをグローバル一体となって進め、人権マネジメントの充実を
図ります。

 【参照ページ】 非財務データ「人権違反件数の状況」

＊ �CSDDD（Corporate Sustainability Due Diligence Directive）：従業員数や売上高等について一定規模以上の企業に、人権及び環境へ
の悪影響に対するデューデリジェンスの実施を義務付ける指令

人権啓発の推進
　当社グループの重要な人権課題や人権方針について、外部知見や様々な形態を活用しな
がら啓発施策を展開し、グループ社員の人権意識の向上を図っています。今後も各種人権
啓発の施策を積極的に展開していきます。

2024年度実施研修
国内 海外

内容

● �人権啓発学習会：
国内グループを対象に、「ハラスメントのな
い職場」「AI と人権」をテーマとした職場単
位のディスカッション実施

● �職場風土醸成ワークショップ：
役員・幹部層を対象に、ハラスメントの起き
にくい職場環境づくりに関する意識醸成、
行動変容を目的に実施

● �人権標語コンテストや階層別別研修

● �自社の人権方針や人権に関するトップコ
ミットメントについて学ぶとともに、全社員
が自社のビジネスと人権に責任があること
を意識づける研修（Business Solutions）

● �ハラスメント、アンコンシャスバイアスやマ
イクロアグレッションに関する研修（North 
America）

受講人数 約83,000人 / 年（のべ） 約310,000人 / 年（のべ）

人権関連法の遵守
　当社グループでは、人権に関する法律への遵守を徹底しています。例えば、NTT DATA UK
では、2015年3月に英国で制定された英国現代奴隷法（MSA：Modern Slavery Act 2015）
に基づき、自社の業務プロセスはもちろんのこと、自社取引先に対してもMSA の準拠を求

め、グローバルで現代奴隷制に関する声明を制定し、すべての地域で倫理的慣行と人権へ
のコミットメントを強化しています。また、取引先含め、各国・地域の法令を正しく理解・認
識し遵守することで、その責任を果たし、外部・内部通報システムを設定するとともに、必要
に応じて研修を行っています。今後も人権デューデリジェンスのプロセスの中で、人権関連
法案への遵守状況を確認していきます。

 【参照ページ】 非財務データ「人権違反件数の状況」

調達先へのガバナンス
　上流に対する人権マネジメントについては「NTT データグループ サプライチェーンサステ
ナビリティ推進ガイドライン」を全社へ展開し、 本ガイドラインをもとに、人権含むサステナ
ビリティに関する 領域で遵守すべき項目についてサプライヤの皆さまに周知するとともに、
当社グループ施策への理解の促進を行っています。
　また、NTT DATA, Inc. では、第三者機関によるリスクマネジメントプロセスを導入し、人
権に焦点を当てたサプライチェーンのレビューと分析を行っています。特に UK＆アイルラン
ドでは、国別リスクプロファイル等の外部スコアリングに基づいてサプライヤを評価していま
す。具体的には、現代奴隷制度に関するサプライヤの対応状況を把握するために、現代奴
隷法に関する声明を収集の上、レビューを実施しています。またメーカーについては、
Responsible Business Alliance＊への加盟を評価する等、鉱物の責任ある調達についての
状況も確認しています。
＊ �Responsible Business Alliance： グローバルサプライチェーンにおける社会、環境、倫理における責任あるビジネスを促進するグローバ

ルな企業イニシアティブ。

 【参照ページ】 Prosperity positive「サステナブルサプライチェーンマネジメント」

AI ガバナンス
　下流に対する人権マネジメントとして、「倫理・社会受容性」のリスクを軽減し、真に人間と
AI が共生する人間中心の社会を実現するため、2019年5月に「NTTデータグループ AI 指針」
を策定し、その後は2024年7月に策定された「NTTグループAI 憲章」を指針として、AI ガバナ
ンスの取り組みを進めています。

 【参照ページ】 Prosperity positive「AI ガバナンス」	
���NTTグループAI憲章
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難民の雇用機会の創出
　NTT DATA, Inc. では、難民が地域社会に円滑に参画できることをめざし、2022年からオ
ランダ政府の「難民・移民支援計画」に積極的に貢献しています。多くの難民はネットワーク
が限られていることや労働市場に慣れていないことから、雇用を見つける困難に直面して
います。そこで、NTT DATA, Inc. は、戦略的アドバイスやメンターシッププログラムを通じて、
難民が仕事を探すためのガイダンスとサポートを提供し、このギャップを埋める支援をして
います。この取り組みは、難民の雇用可能性を高めるだけでなく、NTT DATA が事業を展開
する地域コミュニティの人権の尊重を促進し、よりインクルーシブな社会の実現に寄与しま
す。このプログラムにより、難民が潜在的なニーズのある雇用主とつながる機会を創出して
仕事を確保し、地域コミュニティにスムーズに参画する可能性を大幅に向上させています。

ステークホルダーとの対話
　当社グループは同和問題をはじめとする様々な人権問題の解決に取り組む東京人権啓発
企業連絡会や、グローバルにネットワークをもつ BSR＊、国連グローバル・コンパクト等の外
部団体への加入を通じて人権をテーマとした分科会等に積極的に参加し、国際的に求めら
れているマネジメントレベルや他社の動向状況を把握し、当社グループのガバナンスの強化
に努めています。
＊ �BSR（Business for Social Responsibility）：気候変動、エクイティ、インクルージョン、人権問題、生態系、持続可能なサプライチェーン等

の分野に関する専門知識を持つサステナビリティの専門コンサルタント
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	 	 社会のデジタル・アクセシビリティの向上
IT は教育、食、医療等の基本的ニーズにアクセスする重要な手段だが、デジタル格差が問題となる。基本的ニーズへのアクセスを支えるIT サービス提供、デジタル包摂のため
の UI（ユーザーインターフェース）やUD（ユニバーサルデザイン）導入、リテラシー向上に取り組む。

具体的な取り組み

お客さまとの共創による貢献
Androidスマートフォン用電子証明書搭載サービス （デジタル・アクセシビリティ）
　NTT データ社は、デジタル庁と連携した Androidスマートフォン用電子証明書搭載サー
ビスによってマイナンバーカードの保有者は、マイナンバーカードで利用できるサービスをス
マートフォンだけで完結できます。電子証明書が搭載されたスマートフォンにてマイナポー
タルにログインすることで、薬や医療費、年金記録の確認や引っ越し手続きといった様々な
行政サービスを利用できます。また、住民票の写し等、各種証明書をコンビニで取得するこ
と等が可能です。本サービスは利用者のアクセシビリティを考慮し、色の違いを識別しにく
い利用者や視覚障がい者の方でも音声読み上げ機能を活用して、問題なく利用可能な UI
とするなどの工夫がされています。本サービスは2023年のリリース後、2024年7月までに約
26万人の方々にダウンロードいただいています（利用者用電子証明書の件数をカウント）。
※ 当該サービスのユーザアプリ（マイナポータルアプリ）については2025年4月1日以降デジタル庁様が機能追加や保守を担当されております。

国際機関におけるアクセシビリティの理解度を向上 （デジタル・アクセシビリティ）
　NTT DATA, Inc. は、国際的な組織や企業等と連携して多様性を受け入れる包括的な社
会の構築を支援しています。この取り組みの一環として、NTT DATA, Inc. は世界知的所有権
機関（WIPO）や他の国連機関と連携し、組織全体へアクセシビリティに関する理解の強化に
伴う支援を行いました。戦略的アプローチから運用モデルに至るまで、アクセシビリティに
関するワークショップ等を通じて、組織の理解向上に貢献しています。この取り組みは障が
い者のアクセス向上を目的とした国連等の様々な活動に活用されています。

基本方針
　当社グループは基本的ニーズへのアクセスを支えるIT サービスを提供すると同時に、デ
ジタルインクルージョンを支えるUI（ユーザーインターフェース）や UD（ユニバーサルデザイ
ン）を導入するとともに、ITリテラシーの向上に取り組みます。NTT DATA は ITインフラ等の
技術を包括的に提供し、デジタル経済の観点において繁栄できる地域社会の実現をめざし
ています。

 【参照ページ】 「ヒューマン・センタード・デザイン（HCD）の取り組み」

推進体制
　NTT データグループ社サステナビリティ経営推進本部が中心となって社内の関連部門や
国内外のグループ会社、NTT グループ各社と連携して社会貢献活動や社会貢献型ビジネス
等を実施しています。活動にあたっては、NPO ／ NGO や地域社会、顧客など様々なステー
クホルダーとのコミュニケーションを通じて社会課題を把握し、当社グループの強みを活か
したグローバルにおけるデジタル・アクセシビリティの向上や次世代 IT 人財育成、社会貢献
活動に取り組んでいます。
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ワーキングケアラーの仕事と介護の両立支援 （社会貢献）
　日本の介護制度は社会保障費の増大等、多くの課題を抱えており、また潜在的な課題とし
て親や家族の介護と、仕事との両立に課題を抱えている方々が多くいることがわかってきてい
ます。NTTデータでは、様々な保険外サービス事業者の提供価値やデータを繋いで融合する
ことで、ワーキングケアラーの課題を解決する新たな価値を共創し、事業者を経由してワーキ
ングケアラーにサービス等を届ける事で、ワーキングケアラーの仕事と介護の両立や企業のダ
イバーシティ推進、ワーキングケアラー等に向けたサービスの市場拡大に貢献しています。

自社の取り組み
　当社グループは、環境、ヘルス、貧困、ジェンダー等、幅広い社会課題の解決にインパクト
が創出できるプログラムに対し、社員の専門性を活かしたボランティア活動や当社グループ
の強みであるIT 分野における金銭的・技術的支援を行うことにより、子どもたちや NPO ／
NGO の ITスキルやITリテラシーの向上をサポートしています。
	
���社会

インドにおける少女たちの STEM 分野推進を支援
　NTT DATA, Inc. は、社会的に恵まれないコミュニティに属するインドの少女たちが STEM

（科学、技術、工学、数学）分野のスキルを身に着ける取り組みを支援しています。インドでは
女子の入学や学習の継続等が困難なコミュニティがあり、NTT DATA, Inc. は7年以上にわ
たってIT 教育や実験室、図書館の建設等、様々な学習機会の実現に貢献しています。インド
においてSTEM 分野に進む女子学生は全体の30%、さらに STEM 分野で働く女性の割合は
14% と男女格差が発生しており、STEM 分野における創造性等に影響を与えているといわ
れています。この取り組みを通じてインドにおける少女の学習や就業機会の創出に貢献して
います。

次世代 IT 人財育成
　次世代を担うIT 人財の育成を推進するため、当社グループは未就学児・小学生から高校、
大学に至るまで、グローバル全体で様々な IT 教育の機会を提供しています。国内では、未就
学児・小学生を対象としたIT 教育施策として、全国各地でプログラミングイベント「NTTデー
タ アカデミア」を開催し、プログラミングや近未来につながるワクワクするIT の仕組みを子ど

もたちに伝えています。2025年度は大阪・関西万博と連携し、NTT グループ主催として実施
のほか、図書館・博物館との連携も検討しています。また、中学生向けには株式会社 Arrows
と連携し、全国の中学校向けに情報に関する授業教材を無料提供しており、2024年度は170
校、18,000人を超える学生に利用されました。情報オリンピックへの協賛や、女子学生向け
の STEAM 教育にも注力しています。
　グローバルでは、各拠点で地域それぞれが直面する社会課題を背景に開発した次世代 IT
人財教育プログラムを提供しています。

NPO ／ NGO 支援
　当社グループは、社会課題解決に取り組むNPO ／ NGO へのIT 教育支援を通して、社会課
題解決に貢献する「NPTech イニシアティブ」に注力しています。特定非営利活動法人日本
NPO センターらと始めた取り組みに、デル・テクノロジーズ、インテル、TIS、伊藤忠テクノソ
リューションズが賛同して参画し、NPOのIT 活用の促進に向けたセミナーを実施しています。
2025年度では LINE ヤフーも賛同、参画しています。こうした施策を通してNPO ／ NGO を支
援すると同時に、当社グループ自身の社会課題に対する感度や理解力を組織的に高めること
で、将来的に社会課題解決型事業を創出していきます。

　その他の具体的な取り組みは NTT DATA Sustainability Report Case Bookでも公開し
ています。
	
���NTT DATA Sustainability Report Case Book
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活動実績
　当社グループはグローバルな企業グループとして、世界各地においてより良い社会の実現に貢献するため、多彩な活動を展開しています。

連結カバレッジ

70カ国・地域以上

連結子会社数

611社

社会貢献活動参加人数

39,200人

社会貢献支出額

12億1,685万円

社会貢献活動支出額及び参加人数

地域別

2022年度 2023年度＊１ 2024年度＊１

寄付金額  
（百万円）

社会貢献活動 
関連費用 

（百万円）

社会貢献活動 
参加人数

（人）

寄付金額＊2  
（百万円）

社会貢献活動 
関連費用＊2 

（百万円）

社会貢献活動 
参加人数

（人）

寄付金額＊2  
（百万円）

社会貢献活動 
関連費用＊2 

（百万円）

社会貢献活動 
参加人数

（人）

日本 204.74 16.13 7,401
（APAC 地域含む） 250.81 7.53 6,858 240.68 88.5 2,529

北米 341.43 － 479 6.58 1.87 3,656 51.89 1.31 10,556
中南米 － － － 6.26 244.51 603 8.91 14.82 991
欧州 164.38 － 5,134 418.28 154.23 26,258 221.11＊3 328.89＊3 13,688＊5

APAC地域 0.11 － － 189.57 6.92 9,892 257.13 3.61 11,436
地域別合計 710.66 16.13 13,014 871.5 415.06 47,267 779.72 437.13 39,200

ユニット別＊4

2022年度 2023年度＊2 2024年度＊2

寄付金額 
（百万円）

社会貢献活動 
関連費用
（百万円）

社会貢献活動 
参加人数

（人）

寄付金額＊2 
（百万円）

社会貢献活動 
関連費用
（百万円）

社会貢献活動 
参加人数

（人）

寄付金額＊2 
（百万円）

社会貢献活動 
関連費用
（百万円）

社会貢献活動 
参加人数

（人）

リージョナルユニット＊5

ー
303.56 394.76 15,484 268.48 318.70 14,367

グローバルユニット＊6 317.13 12.76 24,925 270.58 29.76 22,304
ユニット別合計 620.69 407.52 40,409 539.06 348.46 36,671

＊1 2023年度から地域別の集計範囲を細分化、及び社会貢献活動に関する費用をグローバル全体で集計
＊2 当社グループの当該年度通期レートにて円換算
＊3 アフリカ地域での実績値を含む
＊4 日本を除く
＊5 �NTT DATA, Inc. とNTT Ltd. の地域体制を3リージョナルユニット（EMEAL、APAC、North America）体制に再編。地域単位で一元的にオファリング提供できる統合体制に移行し、お客さまエンゲージメントを強化 

（EMEAL はヨーロッパ、中東、アフリカ、ラテンアメリカを包括）
＊6 �グローバルユニットは NTT DATA Business Solutions とNTT Ltd.より提供。スケールメリットを活かしグローバルで共通的なサービス（データセンター、ネットワーク等）の提供能力を強化 

詳細は下記プレスリリースを参照
	
���2024年度からの新たな事業運営体制並びにリーダーシップチームの任命について
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